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中国における自然災害に対する資金援助と政策問題

陳 金龍＊・倪 暁芬†

�．はじめに

今まで、自然災害が絶えず発生し、政治、経

済、文化の発展に巨大な影響を与えてきてい

る。社会の発展に伴い、世界レベルでの人口急

増、温室効果、オゾン層破壊、生物多様性の減

少、砂漠化などの環境問題がますます深刻にな

り、自然災害の発生頻度も高くなっている。中

国の自然災害は被害が広範で、被災状況も深刻

である。種類が多く、破壊力も大きい自然災害

の発生は深刻な人的傷害と財産損失をもたらし

ており、社会や経済の発展を制約している。そ

れゆえに、中国の災害救助、資金調達能力が常

に問われている。

�．中国の自然災害の主な特徴

１．災害の種類が多い

中国の自然災害は種類が多く、主に気象災

害、地震災害、地質災害、海洋災害、生物災害

がある。そのうち、地震、干ばつ、洪水、台風

の被害が一番深刻であり、火山噴火以外のほと

んどの自然災害は中国で繰り返し発生している

（表１）。

２．被災範囲が広い

第一に、地域間の差が著しく、波及範囲が広

い。中国各地域は各種自然災害の影響を受けて

いる（表２）。３分の２以上の国土面積は洪水

災害に侵され、東部、南部沿海地域と一部の内

陸地域は台風に襲われ、東北、西北、華北地域

は干ばつが頻発し、西南、華南などの地域もし

ばしば酷い干ばつに見舞われている。各省（自

治区、直轄市）は震度５以上の地震に見舞われ

たことがある。第二に、被災人口が多い。自然

災害の被災程度は人口と直接関連している。中

＊中国華僑大学工商管理学院教授
†中国華僑大学工商管理学院修士課程
翻訳：黄 淑慎（長崎県立大学東アジア研究所特任職員）

表１ 中国の主な自然災害の種類

種類 主な災害

海洋災害 台風、暴風高潮、赤潮、津波、エル

ニーニョ現象など

気象災害 暴雨、豪雨、干ばつ、凍結害、雪害、

雹、着氷、落雷など

洪水災害 洪水など

地質災害 山崩れ、土石流など

地震災害 揺れによるがけ崩れ、地割れ、建物

の倒壊、液状化現象などの直接な影

響と山崩れ、土石流、急性伝染病な

どの派生災害

生物災害 農作物の病害、虫害、鼠害、林野火

災など
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国の人口は主に東部に集中しており、７０％以上

の都市、５０％以上の人口は気象、地震、地質、

海洋などの自然災害が多発する地区に分布して

いる。自然災害、特に巨大かつ突発的な災害は

多くの人的被害をもたらすほか、二次災害も

伴っている。第三に、農業、工業に影響が及ん

でいる。漁業、港湾、農業、観光業などに影響

を与え、関連生産活動が中止されるほか、経済

の正常な展開もできなくなる。救助と社会安定

のための財政支出も大幅に増加する。

３．災害発生頻度が高い

中国は二つの災害区域が交差するエリアに位

置しているため、災害が多発している。季節風

の影響を強く受け、年間降水量の配分が不均等

であり、各年の変動も激しい。局地性・地域性

干ばつ災害は毎年のように発生しており、東部

沿海地域は年平均７つの台風が上陸する。ま

た、中国はユーラシア、太平洋及びインド洋の

三大プレートの交差地帯に位置しており、地殻

運動が活発なため、地震が頻発する。中国で発

生する内陸型地震は世界中の陸地破壊性地震の

３分の１を占めており、内陸型地震が最も多い

国である。ここ１０年、中国の地質災害は年平均

２７，７８１．５回、地震災害は１１回、海洋災害は１３６．５

回、林野火災は９，４２９．８回発生している。国家

表２ 中国の主な自然災害の分布

災害区域と分布 主な災害 工業・農業生産に与える影響

海洋災害区域：東部と南部海

域

台風、暴風高潮、赤潮など 漁業、石油、船舶、港湾に影響を与

える

東南沿海災害区域：連雲港よ

り南の東南沿海

台風、暴風高潮、暴雨、洪水、海水

害など

都市、港湾、海水養殖場などに大き

な影響を与える

東部災害区域 洪水、干ばつ、病虫害が多いほか、

東北の霜降り、華北の地震も多い

農業と都市に影響を与える

中部災害区域：青藏高原より

東

黄土高原の暴雨と干ばつ、洪水、西

南地域の地震、山崩れ、土石流、砂

漠化などが目立つ

農業、交通施設と建物に大きな影響

を与える

西北災害区域：西北内陸の新

疆、甘 、寧夏、内モンゴル

西部地域

地震、黄砂、霜降り、干ばつ、病虫

害など

生態農業、町づくりと畜産業に影響

を与える

表３ ２０００－２００９年中国主要自然災害の発生数

単位：回

災害の発生数

年 地質災害 地震災害 海洋災害 林野火災

２０００ １９，６５３ １０ ５０ ５，９３４

２００１ ５，７９３ １２ ８３ ４，９３３

２００２ ４０，２４６ ５ １２６ ７，５２７

２００３ １５，４８９ ２１ １７２ １０，４６３

２００４ １３，５５５ １１ １５５ １３，４６６

２００５ １７，７５１ １３ １７６ １１，５４２

２００６ １０２，８０４ １０ １８０ ８，１７０

２００７ ２５，３６４ ３ １６３ ９，２６０

２００８ ２６，５８０ １７ １２８ １４，１４４

２００９ １０，５８０ ８ １３２ ８，８５９

資料：中国統計局『環境統計データ２００９』より著
者作成。
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気象局の統計資料によると、各種気象災害の発

生頻度は増加しつつある。１９５０年代は１９．５６回、

１９６０年代は２６．２０回、１９８０年代は２８．１８回に達し

た。表３からも各種自然災害の発生頻度は次第

に増加する傾向が窺える。

４．破壊力が大きく、被害が深刻

ここ２０年来、中国の各種自然災害による被災

者数は年平均延べ３億人、建物の倒壊は３００万

棟、緊急移転になる人口は延べ９００万人、直接

的経済損失額は２，０００億元あまりであり、各産

業の発展に巨大な影響を与えている。地震、洪

水、暴風、高潮、山崩れ、土石流などの災害は、

企業に生産休止、建物倒壊など大きな被害をも

たらしている。また、中国は農業大国のため、

干ばつ、病虫害などの自然災害は農業に大きな

影響を及ぼしている。現在中国には１６億ムー（１

ムーは６．６７アール）の耕地があり、毎年６‐７

ムーが洪水、干ばつ、雹、暴風、凍結、雪、霜

などの気象災害による被害を受け、２００億キロ

の食糧が減収し、建物の倒壊は３００万棟を上り、

被災人口は２億人あまりいる。地質災害で影響

を受けている鉄道は９，９８０キロに上り、年間１００

回以上中断した。表４は２０００年以来中国の主な

自然災害による人的被害と経済損失を示してい

る。

�．中国の自然災害による経済的損失の
状況

図１は中国の自然災害による直接的経済損失

額を示している。ここ数年自然災害による被害

状況が深刻になってきている。１９５０年代中国に

おける中級災害以上の被災頻度は１２．５％、１９６０

年代は４２．９％、１９７０年代は６０％、１９８０年代は

７０％、１９９０年代は１００％であった。同時に、被

災面積も拡大しつつある。被災率（被災面積と

農作物植栽面積の比例）は１９５０年代の１６．７％か

ら１９９０年代の３２．０％まで上り、中国は年平均３

分の１の農作物面積が被災している。１９９０年代

表４ ２０００－２００９年中国の自然災害による被害状況

地質災害 地震災害 海洋災害 林野火災

年
人的被害

（人）

直接的経済

損失（万元）

人的被害

（人）

直接的経済

損失（万元）

人的被害

（人）

直接的経済

損失（億元）

人的被害

（人）

その他被害

（万元）

２０００ ２７，６９７ ４９４，２０１ ２，８５５ １４２，２４４ ７９ １２０．８ １７８ ３，０６９

２００１ １，６７５ ３４８，６９９ － － ４０１ １００．１ ５８ ７，４０９

２００２ ２，７５９ ５０９，７４０ ３６２ １３，１００ １２４ ６５．９ ９８ ３，６１０

２００３ １，３３３ ５０４，３２５ ７，４６５ ４６６，０４０ １２８ ８０．５ １４２ ３７，０００

２００４ １，４０７ ４０８，８２８ ６９６ ９４，９５９ １４０ ５４．２ ２５２ ２０，２１３

２００５ １，２２３ ３５７，６７８ ８８２ ２６２，８１１ ３７１ ３３２．４ １５２ １５，０２９

２００６ １，２２７ ４３１，５９０ ２２９ ７９，９６２ ４９２ ２１８．５ １０２ ５，３７５

２００７ １，１２３ ２４７，５２８ ４２２ ２０１，９２２ １６１ ８８．４ ９４ １２，４１６

２００８ １，５９８ ３２６，９３６ ４４６，２９３ ８５，９４９，５９４ １５２ ２０６．１ １７４ １２，５９４

２００９ ８４５ １９０，１０９ ４０７ ２７３，７８２ ９５ １００．２ １１０ １４，５１１

資料：中国統計局『環境統計データ２００９』より著者作成。
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以来、中国の自然災害による経済的損失は年平

均１，０００億元以上であり、直接的経済損失は国

家財政収入の３分の１以上に達したこともあ

り、被災者数は年平均延べ２億人である。

図１から分かるように、国民経済の発展、生

産規模の拡大と社会財産の増加に伴い、災害に

よる被害が深刻になってきている。さらに、社

会や経済の発展と人間活動の活発化に伴い、自

然災害による被害がますます深刻になりつつあ

り、毎年千億元以上の巨額な損失をもたらすほ

か、持続可能な発展に影響が及んでいる。

図１で示されたように、２００８年は低温・雨・

雪・氷結災害と四川�川大地震という巨大な災

害による連続被害を受けたため、被災状況は例

年より深刻である。全国の各種自然災害による

死亡（行方不明者を含む）者数、直接的経済損

失、建物の倒壊と緊急に移転された人数はそれ

ぞれ前年より３３．８倍、５．７倍、４．８倍と２．１倍増

加した。延べ被災者数は前年より１４．８％多く

なった。うち、�川大地震による直接的経済損

失は８，４５１億元、雪害による直接的経済損失は

１，１１１億元であった。これらの災害は中国の社

会や経済、特に交通、電力、エネルギー供給と

農業に大きな影響を与えた。雪害期間、被災地

の工業企業は電力の中断、交通運輸の障害など

の影響を受け、湖南省８３％の工業企業、江西省

９０％の工業企業の生産が停滞し、２００８年第１期

中国第二次産業の電力使用量は５％低下した。

自然災害は社会や経済の発展を妨げるほか、経

済発展コストの増加と収益の低下にもつなが

る。

通常、自然災害による直接的経済損失はすべ

図１ １９８３－２０１０年中国の自然災害による直接的
経済損失の推移

資料：中国統計局、中国民政部データより著者作成。

表５ 自然災害による直接的経済損失が同年の財
政収入と GDPに占める割合

年

財政収入に

占める割合

（％）

財政支出に

占める割合

（％）

GDPに

占める割合

（％）

１９９０ ０．２１０ ０．２００ ０．０３５

１９９１ ０．３８６ ０．３５９ ０．０６３

１９９２ ０．２４５ ０．２２８ ０．０３２

１９９３ ０．２１５ ０．２０１ ０．０２６

１９９４ ０．３６０ ０．３２４ ０．０３９

１９９５ ０．２９８ ０．２７３ ０．０３１

１９９６ ０．３８９ ０．３６３ ０．０４０

１９９７ ０．２２８ ０．２１４ ０．０２５

１９９８ ０．３０５ ０．２７９ ０．０３６

１９９９ ０．１７１ ０．１４９ ０．０２２

２０００ ０．１５３ ０．１２９ ０．０２１

２００１ ０．１１９ ０．１０３ ０．０１８

２００２ ０．０９１ ０．０７８ ０．０１４

２００３ ０．０８７ ０．０７６ ０．０１４

２００４ ０．０６１ ０．０５６ ０．０１０

２００５ ０．０６５ ０．０６０ ０．０１１

２００６ ０．０６５ ０．０６３ ０．０１２

２００７ ０．０４６ ０．０４７ ０．００９

２００８ ０．２２１ ０．２１６ ０．０４３

２００９ ０．０３７ ０．０３３ ０．００７

２０１０ ０．０６４ ０．０６０ ０．０１３

資料：『中国統計年鑑』より著者作成。
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て政府の財政から補う。１９９０年代中国の自然災

害による直接的経済損失の財政収入に占める割

合が高かったが、２０００年以来（２００８年を除く）

次第に低下してきている。これは中国の財政収

入の高成長と関連しているが、直接的経済損失

は GDPの７％以上を超えたことがなかった。

よって、現在の政府の財政収入からみると、災

害による直接的損失は中国の経済を揺るがせな

いが、巨大な自然災害、例えば２００８年のような

災害による被害と復興は財政難をもたらす可能

性もある。

�．政府と民間における自然災害に対す
る資金援助の現状

巨大な自然災害の発生後、被災地の応急援助

と復興に大量な資金が必要となる。現在の中国

の緊急資金は主に中央財政と地方財政、民間寄

付と緊急状況下の財政援助、という三つの部分

から構成されている。

１．自然災害時政府による資金援助の現状

� 中国における自然災害財政援助システム

自然災害に対応するとき、政府の責任は、全

力を尽くした災害救助活動の組織、タイムリー

な災害救助情報の公表、救済政策の策定、救済

物質の調達、被災地の生活確保、社会各分野を

動員した災害救助の呼びかけである。特に巨大

な自然災害が発生した後、大量の人、物、資金

などを調達し、計画的に援助を展開できるのは

政府のみである。民間の力で解決できない場

合、政府は援助と支援を行わなければならな

い。これは災害救助における政府の保障機能の

具体的な表現である。現在、中国の財政支出に

おいて、「優補」と福祉支出の「災害救助支出」

は自然災害に対する専用資金援助である。補助

支出、農業支出、科学技術支出、社会保障支出

及び政策補助支出の一部を用いて援助を行う一

方、緊急かつ特殊的な自然災害が発生する時、

中央と地方政府の専用予備金による援助が可能

である。さらに、税収の減免、財政予算の縮減

などの措置を取ることもできる。これらの援助

と応急措置は中国財政の自然災害援助システム

を構成する。

� 財政救助支出の状況

災害発生後、中央政府は最も簡単かつ利便な

方法で資金を地方へ配分し、災害発生後２４時間

以内に食品とその他の物質を被災者に配布す

る。被災後の生活援助制度について、被災地政

府は被災者に仮設住宅を提供し、倒壊家屋の修

理を組織すべきである。同時に、被災者に基本

的な生活援助を提供し、生産と生活を回復させ

て、被災地社会の安定の維持、復旧・復興など

を協力する必要がある。２００９年中国は１７４．５億

元の中央救助資金を投入し、救助用テント４．４６

万個を調達した。２０１０年は１１３．４４億元の救助資

金を投入し、救助用テント２２万個を調達した。

中央財政はタイムリーに救助用資金を手配し、

地方財政は資金の配分を協力しており、表６か

表６ 救助資金の配分状況

年
救助資金

（億元）

財政支出に

占める割合

直接的経済

損失比

２００３ １０８ ０．４３８％ ５．７３２％

２００４ ５７．０１ ０．２００％ ３．５５８％

２００６ １１２ ０．２８９％ ４．４３０％

２００７ １３３ ０．２６７％ ５．６２８％

２００８ １，１０６．７５ １．７６８％ ８．１６９％

２００９ １７４．５ ０．２２９％ ６．９１４％

２０１０ １１３．４４ ０．１２７％ ２．１２４％

資料：『中央・地方予算執行状況と予算草案報告』及
び『社会サービス発展統計報告』より著者作成。
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ら分かるように、中国の救助資金は財政支出の

０．２％～０．３％を占めているが、年間災害による

直接的経済損失の１０％未満にとどまり、資金援

助は巨大被害をカバーできない。

� その他災害救助支援政策

財政からの直接資金援助以外、緊急のとき、

相応する税収優遇政策、財政支出縮減と金融政

策も実施されており、災害救助と復興における

社会各分野の支援を奨励するための特殊税収優

遇政策も策定された。２００８年財政部は「�川災

後復興政策措置に関する国務院の意見書（草

案）」を起案し、中央国家機関の経費を５％縮

減し、地方財政も適宜にカットして、節約した

経費を災害援助に充てると決めた。被災地の再

建に必要な資金を調達するため、２００８年５月１５

日、人民銀行は被災状況の深刻な成都、綿陽な

ど６市・州に対し、地方法人金融機構は５月２０

日の予備金率の増加を見送ること、最大１５億元

の災害救助農民支援再融資と最大１０億元の手形

再割引を追加することを決めた。

２．民間における自然災害資金救助の現状

� 民間組織発展の概況

民政部の「２００９年民政事業発展統計報告（社

会組織部門）」によると、中国の各種社会組織

は４３１，０６９組織のうち、社会団体は２３８，７４７、企

業以外の民間組織は１９０，４７９、基金は１，８４３あ

る。これらのデータから中国の各種民間組織の

規模が大きくなっていることが分かる。民政部

による「２０１０年社会サービス発展統計報告」で

は、２０１０年末まで、中国全国で設立された社会

寄付所、寄付点とチャリティースーパーは合計

３２，０００箇所（うち、チャリティースーパー８，６４０

箇所）である。各級政府が受け取った年間直接

的義援金・支援物は６０１．７億元に上り、うち民

政部門が直接受け取った義援金は１７９．８億元、

支援物相当額は４．９億元であり、その他社会組

織が受け取った義援金は４１７．０億元であった。

表７から社会組織が受け取った義援金・支援物

は民政部門よりも多く、増加傾向にあることが

分かる。

� 民間における自然災害間接資金の投入と

募集

規模の大きい民間組織は政府組織と企業組織

に区別する第３のパワーと言ってよい。自然災

害に対する救助は政府の力だけでは遥かに不足

する。ここ数年、巨大な自然災害が発生した時、

赤十字会、中華慈善総会と中国ボランティアな

どは災害救助において、大きな役割を果たして

いる。中国赤十字会の統計分析報告によると、

２００７年全国赤十字会による災害救助の投入総額

は４６，７５２万元、受益者は延べ９，８５８，３７４人であっ

た。一人当たりの災害救助投入は４７元、経費収

入総額に占める災害救助投入総額の割合は

２１．９％であった。�川地震が発生した夜、南京

表７ ２０００－２００９年義援金・支援物の状況
単位：億元

義援金・

支援物

合計
義援金

支援物

相当額
民政

部門

各種社

会組織

２０００ １６．３ ９．３ ５．４ ３．９ ７．０

２００１ ２０．０ １１．７ ７．６ ４．１ ８．３

２００２ ２０．８ １９．０ １１．１ ７．９ １．８

２００３ ４３．４ ４１．０ ２９．２ １１．９ ２．４

２００４ ３５．１ ３４．０ １７．１ １６．９ １．２

２００５ ６１．９ ６０．３ ３１．３ ２９．０ １．６

２００６ ８９．５ ８３．１ ４３．０ ４０．１ ６．４

２００７ １４８．４ １３２．８ ５０．９ ８１．９ １５．６

２００８ ７６４．０ ７４４．５ ４７９．３ ２６５．２ １９．６

２００９ ５０９．４ ５０７．２ ６６．５ ４４０．７ ２．２

資料：『中国統計年鑑２０１０』より著者作成。
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愛徳基金会は成都で災害救助事務所を設置し、

１００万元を寄付したほか、救助に必要な物資を

緊急に手配した。翌日、数社の有名な基金会、

民間公益組織は北京で「中国民間組織震災救助

行動連合声明」を発表し、政府の呼びかけに応

じて、民間組織の力を活かし、連携して被災地

の支援に取り組み、復興の力になるよう呼びか

けた。

直接に資金などの援助を提供することは最も

よく見られる民間による自然災害救助方法であ

る。民間組織は広く募金するよう呼びかけ、民

間社会資源を統合して、自然災害に対する資金

援助において、非常に重要な役割を果たしてい

る。２００８年を例として見れば、雪害と�川地震

などの突発的な自然災害は民間による義援金な

どの救助の情熱を引き起こした。関連統計によ

ると、２月社会各分野から集った雪害への義援

金は１日あたり６，０００万元に達し、２月２９日ま

で、義援金総額は２２．７５億元まで上った。５月、

震災に対する義援金は１日あたり２０億元を超

え、５月１４日から１１月末まで、義援金総額は

７５１．９７億元を計上した。この２つの自然災害に

集った義援金・支援物は中国の年間寄付総額の

７２．３％１）を占めている。さらに、騰迅社は中国

赤十字総会の「壱基金」プログラムと共同で

「５．１２震災」後初のインターネット募金プラッ

トフォームをスタートさせた。その後の１週間

程度で総額２３，５０６，６５０元のオンライン義援金が

寄せられ、インターネットによるチャリティー

義援金総額の最高記録を改めた。�川地震後、

中国赤十字総会、赤十字基金会、中国慈善総会

及びその他震災寄付活動の許可を得た１６の全国

的基金会に寄せた義援金・支援物は合計８４．２８

億元（うち、義援金７３．６８億元、支援物１０．６０億

元）である。

�．中国における自然災害資金救助シス
テムの問題点

突発的な自然災害に直面し、政府部門はタイ

ムリーかつ効率的な対策をとり、緊急事件対応

システムを改善し、人々の命と財産安全を保障

する能力、及び緊急事件の処置能力を高め、最

大限に災害を防止し、損失を低減しなければな

らない。現在、中国の資金投入応急管理におけ

る財政投入責任の不明確化、資金投入の無計画

性、組織体制の不完全などの問題が存在してい

る。

１．災害援助予算システムの不備

災害救助の不足と不十分を防ぐため、政府は

資金の調達と配分を行い、突発的な自然災害と

人的災害に対応しなければならない。中国の『予

算法』第３２条は、当該年度の自然災害救助支出

及び予測外の特別支出のため、各行政は本予算

支出額の１％～３％を予備金として積み立てる

必要があると定めた。なお、この規程は災害救

助に係る財政的資金の使用、中央・地方政府の

責任分担などに関する細則を定めていない。災

害救助予算配分に「人為」要素の占める割合が

高く、制度性が弱いため、行政の緊急権力の拡

大と予算赤字などの現象が起こりうる。また、

上述した分析から、災害予防に使う資金は災害

救助より遥かに少なく、災害救助のニーズに満

足できないこと、ほとんどの地方政府が自然災

害予防に対する専用支出はまだ臨時的であるこ

とが窺える。さらに、中国の予備金は累積でき

る基金式管理ではなく、年度予算と連動する流

量式管理を採用し、単独の項目管理を実施して

おらず、年度間における予備金の調整と均衡が

できないため、緊急支出における予備金の役割

を制限した。
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２．資金投入の無計画性

中国の自然災害救助財政資金支出が無計画で

ある。巨大な災害が発生した際、多くの応急政

策は臨時的で、系列的な管理・指導と協調性、

及び必要な監督メカニズムが整備されていな

い。災害救助資金の調達から見ると、必要な資

金の申請は地方政府が行い、主な情報源は民政

部門の災害状況統計情報に頼るため、地方民政

と財政が共同で不正を行う可能性がある。一

方、資金の投入に対応する指導措置と使用計画

がないため、財政応急資金の不足、過度使用、

不当使用などの現象が起こり得り、災害救助資

金の配分と使用効果に影響を与えることが考え

られる。

３．民間組織体制の不健全

現在中国の NGOの多くは NGOならではの

利便性と創造性がなく、応急機能も弱い。最近、

赤十字会の帳簿改ざんの不祥事が報道され、

チャリティー組織の監理問題が公になった。財

務と監理制度が不健全なため、汚職が横行しや

すくなり、NGOの公益性が疑われることにな

り、NGOの資金収集機能の発揮に影響を与え

る。２０１０年玉樹募金を政府に納めるという決ま

りについて、政府責任とチャリティーの区別が

曖昧になり、公益組織の独立性を損なうことに

なるとの批判の声があった。一方、「壱基金」

の件も中国のチャリティー制度の見直しへの関

心を引き起こした。「壱基金」は過去三年間に

２．７億元超えの募金を集め、開示の透明さ、効

率の高い管理が認められるほか、見本プロジェ

クトの選定などの項目の設立を通して、中国の

民間組織が健全的に発展する典型となった。な

お、「壱基金」は設立された三年後に中国赤十

字会から脱退し、完全に独立している基金会に

なろうとしたが、現行の管理体制に制限されて

転換が難航している。一方、大量の「草の根民

間組織」はまだ管理の手が届いてないところに

あり、無秩序的な発展状態のままになってい

る。以上のような問題点は、現在中国のチャリ

ティー体制は民間組織の迅速的な発展に対応で

きなくなっていることを表している。それゆえ

に、法律制度の完備を通して、民間組織の発展

が直面している障害を取り除くことが社会各分

野の願いである。

�．中国の自然災害救助システムに関す
る政策を完備させる

１．予備金管理の制度化

近年来、自然災害発生頻度の高まりにつれ

て、効率的な災害救助財政支援と規範的な監理

メカニズムを整備するには、中国の自然災害救

助予算制度を整備・健全することは極めて重要

である。政府は災害救助資金の投入比例を調整

し、自然災害の予防に係る資金の投入を増加し

なければならない。こうすると、災害救助に係

る資金投入を削減できるほか、資金総額も減少

できる。財政投入は災害の深刻さと相応すべき

である一方、各種税収減免措置などの財政支出

は中央と地方の各種財政資金支出とともに、緊

急な災害救助のため、財政保障機能を発揮する

ほか、予算に関する規程を完備させ、災害救助

資金の具体的な支出目的と支出上限額を明確化

させる必要がある。予備金については、基金累

積式管理を採用し、専用資金として管理して、

応急機能を向上させる。

２．応急資金投入保障メカニズムを構築する

応急資金の投入と使用に関する財政監督メカ

ニズムを構築すべく、財政災害救助資金の収

集・使用を公表させ、公衆に開示させなければ
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注

ならない。投入予定の資金が審査された後、各

級財政部門は予算に応じて、災害救助資金と災

害予防資金を配分し、監査・コントロールをし

なければならない。監査部門と公衆の監督作用

を十分に活かし、各級監査部門から専門チーム

を構成し、災害救助資金に対する全面的な監査

を行ったうえ、監査報告の形で各級緊急監査委

員会及び資金使用部門における災害救助物質、

資金の投入・使用に対する検査・公表を行う。

同時に、メディアを通して資金使用の始終に対

する監督を公衆に呼びかける。こうして、政府

監査部門は各種ルートを通して資金の使用は予

期目的に達成できたかを把握することができ

る。

３．民間組織の管理体制を健全させる

救助資金源の範囲を拡大し、応急資金の収集

ルートを多様化させて、政府の主導の下、NGO

の参与度を高める。社会各分野の力を最大限に

吸引し、各種社会資源を活かして、政府と民間

における災害予防と応急救助能力を向上させ、

危機管理ネットワークを形成させる。民間組織

の発展の要は、政府との区別をはっきりさせる

ことであり、政府は民間組織を奨励、支持、引

導する責任を担うが、民間組織の機能・役割を

弱めたり、代替したりすることはできない。政

府の過剰な関与と無関心とも民間組織の発展に

不利である一方、公益チャリティー事業の健全

な発展の妨げになる。また、民間組織の発展を

推し進めるには、法律と政策との一致性を重視

し、政策体系を完備させる必要がある。民間組

織の業務、財務活動における問題点をタイム

リーに把握し処理するため、民間組織の法的地

位、権力、義務と資金源、運営メカニズム、災

害救助における地位と役割を明確にさせるとと

もに、法律に基づいて、民間組織に対する管理

を強め、適切な管理を成立させなければならな

い。さらに、情報の公開を促進し、社会監理作

用を活かさなければならない。

１）『２００８年中国慈善義援報告』より。
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